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平成２６年度予算編成方針

平成25年10月 沖 縄 県

Ⅰ 予算編成の基本的考え方

平成26年度は、沖縄２１世紀ビジョン基本計画の３年目にあたり、同計画

で掲げた目指すべき将来像の実現に向けた諸施策を着実に推進しつつ、新た

な取組を積極的に展開し、沖縄振興をさらに加速させる重要な年である。

このため、平成26年度予算の編成に当たっては、以下の点を踏まえ、沖縄

の持つ優位性と潜在力を生かした施策を戦略的に展開するとともに、一つひ

とつの施策・事業の効率性や実効性の向上に取り組むこととする。

(1) 「平成26年度重点テーマ」を踏まえた施策の推進

県の施策全般に通底する基本的かつ重要なコンセプトである「平成26年

度重点テーマ」（平成25年９月10日沖縄県振興推進委員会決定）に沿って、

①日本経済活性化の一翼を担う「フロンティア創造」

②地域の活力の源泉となる「持続的人口増加」

③県民一人ひとりに豊かな人生を「健康長寿おきなわの復活」

④県民の生命や暮らしを守る「安全・安心の確保」

を重点的に推進することとする。

(2) 「沖縄県ＰＤＣＡ」及び沖縄振興交付金事業の評価の反映

沖縄２１世紀ビジョン基本計画の着実な推進を図るため「沖縄県ＰＤＣ

Ａ」及び沖縄振興交付金事業の評価の検証結果等を適切に反映させ、施策

・事業の効果的・効率的な推進を図ることとする。

(3) 「２１世紀ビジョン行財政運営プラン（仮称）」の推進

「２１世紀ビジョン行財政運営プラン（仮称）」（以下「行財政運営プラ

ン」という。）を着実に推進するとともに、中長期的な視点に立った「選

択と集中」を徹底して、限りある財源を効率的かつ重点的に配分すること

とあわせて、社会経済情勢が常に変化する中、施策・事業の進捗状況や効

果を検証し、必要に応じて見直し・改善を図ることとする。



- 2 -

Ⅱ 経費区分の設定と要求基準

平成26年度予算は、以下の経費区分毎に要求基準を設定し、編成すること

とする。

１ 義務的経費（Ａ経費）

(1) 人件費

(2) 公債費

(3) 扶助費

(4) 内閣府沖縄担当部局一括計上事業（沖縄振興交付金事業を除く）

(5) 各省庁計上事業のうち沖縄特例分

年間所要額を要求すること。

ただし、(4)及び(5)については、平成26年度の国の概算要求額に見合う額

とする。

２ 義務的事業（Ｂ経費）

(1) 義務事業（Ｂ－１経費）

対象者（対象事業）及び事業量が法令等で明定されている事業

債務負担行為に基づく利子補給や指定管理料、県税関係市町村交付金、

地方職員共済組合負担金等

年間所要額を要求すること。

ただし、旅費、需用費等の事務経費に係る一般財源については、各部局

ごとに平成25年度当初予算におけるＢ－１経費の一般財源総額から当該年

度限りの経費等を控除した額の範囲内で要求すること。

なお、事務経費の範囲については、別途通知するものとする。

(2) 義務的事業（Ｂ－２経費）

対象者（対象事業）が法令等で明定されているが、事業量については、

自治体の裁量とされている事業

医療審査会経費、判定委員会運営経費、実施指導経費等

各部局ごとに、平成25年度当初予算におけるＢ－２経費の一般財源総額

の範囲内で要求すること。
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３ 政策的経費（Ｃ・Ｄ経費）

(1) 政策的事業（Ｃ経費）

政策的な判断要素が特に強い経費を含む概ね次に掲げる事業（沖縄振興

交付金事業を除く）

ア 県政の基本方針に関わる重要事業

イ 投資的事業（補助・単独・災害復旧事業）

ウ 政策的判断を要するものとされる委託料・負担金・補助金・交付金・

積立金・繰出金及び貸付金を含む事業

エ 柔軟かつ斬新な発想に基づく施策展開のための事業

原則として、各部局ごとに平成25年度当初予算におけるＣ経費の一般財

源総額から、当該年度限りの経費等を加減算した額の範囲内において、各

部局の主体性と責任をもって事業の選択を行い、経費を配分し要求するこ

と。

なお、過年度において平成25年度に終期設定の調整がなされている事業

や、「新沖縄県行財政改革プラン」において平成25年度に終期設定されて

いる県単補助金は、予算の計上を認めないので留意すること。

（注）「当該年度限りの経費等」には、以下の経費を含む。

① 県有施設整備基金等充当額

② 災害復旧費

③ 予備費

④ 県単融資事業費

⑤ 特別会計繰出事業費

⑥ 過年度において全体事業費が調整され進行している県単プロジェクト等

②、③、④の経費については平成25年度当初予算における一般財源額、⑥の

経費については原則として過年度において調整された額を上限として要求する

こと。

なお、⑥の経費については、今後の財政状況を踏まえ、総務部との間で事業

規模及び事業期間の調整を行うものとする。

(2) 沖縄振興特別推進交付金事業（Ｄ－１経費）

沖縄振興特別推進交付金交付要綱（平成24年4月19日府政沖第149号）に

基づく事業

年間所要額を要求すること。

沖縄振興特別推進交付金事業については、時代潮流や地域特性を踏まえ
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た沖縄の優位性・潜在力を見極めつつ、事業が効果的・効率的であるか等

を勘案して事業の選択と集中を図るとともに、沖縄振興に資する観点から

必要不可欠な事業を精査の上、要求すること。

要求に当たっては、事業をより効果的・効率的なものにするため、平成

24年度事業の事後評価の結果等を踏まえ、必要に応じて見直し・改善を行

うこと。

また、同一の施策目的を達成するために行われる事業（市町村が実施す

る事業を含む。）については、効率的な執行の観点から、関係機関等と密

接な連携を図り、それぞれの事業の役割を明確にするとともに、必要に応

じて整理・統合を行うこと。

(3) 沖縄振興公共投資交付金事業（Ｄ－２経費）

沖縄振興公共投資交付金制度要綱（平成24年4月6日府沖振第148号、警

察庁甲官発第136号、総官企第161号、24文科施第9号、厚生労働省発会040

6第4号、23地第483号、平成24・03・28財地第1号、国官会第3338号、環境

会発第120406012号）に基づく事業

平成26年度の国の概算要求額及び財政課との事前協議を踏まえ要求する

こと。各部局の要求可能な上限額は、別途通知するものとする。

なお、本交付金の活用に当たっては、県民の生命・暮らしを守る安全・

安心の確保や、県民生活及び産業競争力の向上につながる投資効果の高い

社会基盤の整備に資する事業内容となるよう留意すること。

４ 標準的事業（Ｅ経費）

庁舎等の維持管理や課・室・所の運営費等に要する事業及び他の事業（経

費）に区分されない事業

(1) 経常的管理運営事業

(2) 一般的行政事業

(3) 標準的事業

庁舎等維持管理費、公共施設等管理費、指定管理施設を除く県管理施設

の運営費、今後相当期間にわたって事業費・事業内容が固定される課・室

・所の運営費等の標準的事業等

原則として、平成25年度当初予算における各部局のＥ経費の一般財源総額

から当該年度限りの経費等を加減算した額の範囲内において、各部局の主体

性と責任をもって事業の選択を行い、経費を配分し要求すること。

なお、旅費、需用費、維持管理経費等の事務経費について、仕様、回数の
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見直し等による徹底した節減・合理化に努めるとともに、総額の小さい事業

については、類似の事業との統合を積極的に行うこと。事業の統合に当たっ

ては、「行財政運営プラン」において、事務事業の見直し対象となっている

事業については留意すること。

５ 新規事業について

新規事業については、真に必要不可欠なものに限り、原則としてスクラッ

プアンドビルドを行い要求すること。

なお、要求に当たっては、以下のことに留意すること。

(1) Ａ経費、Ｂ－１経費、Ｂ－２経費、Ｄ－１経費及びＤ－２経費について

は、財政課との事前協議を踏まえ事業量等を十分精査の上、年間所要額を

要求すること。

(2) Ｃ経費の枠配分対象経費については、後年度負担等を十分勘案の上、各

部局の主体性と責任をもって経費を配分し要求すること。

Ｃ経費の枠配分対象外経費についても、上記（１）のとおりとする。

(3) Ｅ経費については、経費区分の概算要求基準の範囲内において要求する

こと。

なお、次の経費等で、１件100万円以上の経費については、事前に新規

事業協議を行うこと。

ア 全国規模の大会開催経費

イ 施設の新増設に伴う経費

ウ 施設の大規模な修繕等単年度に多額の費用を要する経費等

(4) 各事業については、達成すべき整備率・普及率等の数値目標を明確にし

た事業計画を策定するとともに、必ず終期を設定すること。

また、各部局の横断的な政策的展開、事業相互の関連性、実施方法等の

整合性を図るため、部局間の連絡調整を緊密に行うこと。

(5) 事業を進めるに当たっては、自主的・主体的な事業の推進に配慮しなが

ら、国庫補助制度等の有効な活用について検討するとともに、国庫補助負

担金の廃止、縮減等、国の動向に十分留意すること。

(6) 市町村等に新たな財政負担が生じるなど、他の団体と調整を要する事業

については、その実施に支障が生じないよう事前に十分に調整すること。



- 6 -

また、県と市町村等との役割分担を明確にした上で適正な負担割合を設

定し、上乗せ補助は行わないこと。

６ 新たな自主財源について

広告収入の創設等、新たな自主財源として確保した財源の全部又は一部を

当該部局の要求枠に上乗せすることができることとする。

Ⅲ 特別会計等に関する事項

特別会計については、設置目的に応じ業務運営の合理化・効率化及び経費

の見直しを徹底し、財源不足額を一般会計からの繰入金に安易に依存するこ

となく、独立採算の原則の堅持に努めること。

所要経費の見積もりに当たっては、一般会計に準じて編成すること。

また、公営企業会計への繰出金については、総務省の繰出基準等を基本に

見積もることにより一般会計との経費負担区分の明確化を図るとともに、独

立採算の原則を踏まえ、経営健全化に向けた収入の確保や徹底した経費抑制

策の実施など、十分な経営努力を求めること。

なお、特別会計の経営状況の悪化は県財政全体に重大な影響を及ぼすこと

から、各所管部局は、その経営には責任を持って慎重に対応すること。

Ⅳ 要求に当たっての留意事項

要求に当たっては、以下を踏まえた要求となるよう留意し、年間を通じた

歳入・歳出の見積額により要求すること。

１ 歳出

義務的事業や政策的事業にかかわらず、県の果たすべき役割や経費負担の

あり方等について改めて検証し、制度の改正を含めた事業の徹底した見直し

を行うこと。特に、政策的事業に係るもので、３年以上経過したものについ

ては事業評価を行い、廃止を含めて見直しを行うこと。

また、平成26年4月1日から消費税及び地方消費税の税率が引き上げられる

ことに伴う負担増については、適切に反映させ、要求すること。

(1) 事務経費の節減・合理化

旅費、需用費、庁舎等の維持管理に係る委託料等の事務経費については、

仕様、回数、規模の見直し等により、更なる節減・合理化に努めること。
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(2) 県単補助金等の見直し

既存の補助金、負担金及び交付金については、社会経済情勢の変化や補

助目的の達成状況、行政の責任分野、経費負担のあり方、行政効果等につ

いて常に検証し見直しを行うこと。

新規補助金を設ける場合は、これに見合う既存の補助金の廃止・縮減等

を行うとともに、補助対象の範囲や補助効果、補助率等を十分検討のうえ、

必ず終期の設定を行うこと。

(3) 民間委託等の活用

事務の効率化等の観点から委託等により民間ノウハウを活用する場合

は、経費節減や定数管理等の行財政運営への効果を明確にし、県民サービ

スの維持・向上等が図られるよう留意すること。

(4) ハコ物施設の整備及び維持管理

ア 新たな施設の整備に当たっては、当該施設の必要性、緊急性、事業効

果はもとより、必要な機能、規模、施設管理のあり方、維持管理経費な

どを十分に検討し、関係機関との調整を行うこと。

イ 既に設計や建設に着手している事業のうち多額の事業費を要すると見

込まれるものについては、事業費の更なる縮減策を検討するとともに、

修繕・補修等の容易性や施設建設後の維持管理経費の縮減策等を検討す

ること。

ウ 老朽化した施設の整備については、優先順位を付けて年次的に整備す

ることとしていることから、引き続き、事業規模や実施年度等の事業計

画について見直しを行い、効率的な事業推進を図ること。

エ 既存の施設については、計画的・効率的に維持補修を実施し、施設と

しての機能を維持するとともに、施設の長寿命化を図ること。

(5) 各種イベント等の開催経費の節減・合理化

イベント等の開催経費については、簡素で効率的に実施できるよう、こ

れまでの事例にとらわれることなく、事業の内容・規模を見直すなど経費

負担の軽減を図ること。

また、県が主催するいわゆる周年事業については、原則として行わない

こと。

(6) 市町村等との機能分担、負担区分の明確化

ア 地方分権の趣旨を踏まえ、国、県、市町村等との機能分担及び負担

区分をより一層明確にすること。
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イ 市町村への権限移譲については、「市町村への権限移譲推進指針」に

基づき、積極的に市町村への事務移譲を進めること。

また、同指針以外にも市町村等の自主性と自立性を尊重し、地域に

密着した事務事業、市町村等で実施した方が効果が上がると思われる

事業等については、移譲を積極的に推進すること。

ウ 補助事業による県費の上乗せ補助については、市町村等の主体性の

確保等を図る観点から、常に検証し見直しを行うこと。

(7) 公社等各種団体に対する支援の見直し

県が出資、補助又は貸付等の財政的支援を行っている公社等各種団体

に対しては、「公社等指導監督要領」、「公社等外郭団体の財政支援等に関

する指針」等を踏まえ、県関与の必要性や財政支援のあり方を十分検討

し、事業の整理・縮小・合理化などを図ること。

(8) 事務事業への適切な特定財源の充当

使用料及び手数料、財産収入等については、沖縄県県有施設整備基金条

例等に基づき、適切に対応するほか、当該歳入の原因となる事務事業に

充当すること。

なお、建物使用料、機器使用料等については、事務事業に優先して、

当該建物等の整備に活用した県債の償還（公債費）や、指定管理料に充

当することを原則とすること。

２ 歳入

国の予算編成、経済見通し、地方財政計画等あらゆる資料に基づき的確に

財源を捕そくし、経済情勢に即応して収入を算定するほか、新たな財源の積

極的な確保に努めること。

(1) 県税

税制改正や地方財政計画の動向等に留意しつつ、徴収対策を強化し、徴

収率の向上に努めるとともに、これまでの実績も踏まえ、的確に計上する

こと。

(2) 地方交付税

国の動向を見極めつつ、地方財政計画等を踏まえ、的確に計上すること。
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(3) 県債

「行財政運営プラン」に掲げる目標に沿って、引き続き発行額の抑制を

図りつつ、後年度の財政負担に十分配慮して計上すること。

(4) 国庫支出金

国庫補助負担金の廃止・縮減や制度の見直し等、国の動向に十分留意し、

的確に計上すること。その際、国庫補助事業等の必要性、緊急性、課題等

を適切に判断すること。

また、対象事業の拡大や交付要件の変更等については、国の動向を踏ま

え、適切に対応すること。

(5) 未収金の解消

県税や貸付金、使用料等に係る未収金については、「行財政運営プラン」

に基づき、債権管理マニュアル、民間事業者を活用した対策の強化等に

より解消に努めること。

(6) 使用料及び手数料の見直し

前回の改正から３年を経過した使用料や手数料については、「受益者負

担の原則」及び「負担の公平性」の観点からの見直しを踏まえて計上する

こと。

また、これまで使用料や手数料を徴収していない特定の受益者に対する

行政サービスについても、その内容や性格等の把握に努め、使用料や手数

料の徴収の検討を踏まえて計上すること。

さらに、平成26年４月１日以降、消費税及び地方消費税の税率が引き上

げられることから、「消費税率（国・地方）の引上げに伴う公共料金等の

取扱いについて」（平成25年10月8日総財公第103号及び総財務第118号）を

踏まえ、適切に対応すること。

(7) 県有財産の有効活用

未利用財産の管理方法の検討や計画的な処分等、県有財産の有効活用を

図ること。

(8) 新たな自主財源の確保

法定外税（新税）の創設、超過課税の実施、県有施設・印刷物等の広告

収入、施設命名権（ネーミング・ライツ）の導入など、自主財源の確保に

努めること。
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３ その他

見積もりに当たっては、本方針のほか、別途通知する「平成26年度予算見

積基準表」によること。

なお、年度中途の補正は、災害の発生や制度改正等、当初予算編成時に予

見できない真に緊急やむを得ないものに限られるので留意すること。

また、他の部・課と関連する課題への対応については、緊密に連携し、事

業の効果的・効率的な推進が図られるよう十分調整の上、要求すること。


